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貧困問題に関するアンケート回答・九州　2009年8月7日集計

選挙区 政党 議員名 発送 返信 Ⅰ 回答Ⅰの理由 Ⅱ 回答Ⅱの理由 Ⅲ 回答Ⅲの理由 Ⅳ 回答Ⅳの理由

福岡1区 自民党 遠藤宣彦 ○
福岡2区 自民党 山崎　拓 ○
福岡3区 自民党 太田誠一 ○
福岡4区 自民党 渡辺具能 ○

福岡5区 自民党 原田義昭 ○ ○ 1

自然失業率と貧困はイ
コールではないが、自
然失業率を超える貧困
は、政府の対処すべき
政策課題。而も、職が
あっても尚貧困状態
（ワーキングプア）にあ
るというな、尚更のこ
と、政策を要する。
OECD加盟国の平均が
約8％であることを考慮
すれば言うまでもない。

1

絶対的貧困率（当該国
や地域で生活していけ
る最低水準を下回る収
入しか得られない国民
が全国民に占める割
合）と相対的貧困率（国
民の経済格差を表す指
標で、年収が全国民の
年収の中央値の半分
に満たない国民の割
合）があり、アメリカで
は、その年の世帯にお
ける食料購入費を試算
し、その3倍の額を計算
する。この額が貧困率
となる。この様に、まち
まちな指標ではなく、公
認した概念と計算方法
を示すべき。

1

非正規雇用の常態化に
より「働く者は豊か、働
かざる者は貧しい」との
言葉は過去の遺産。
「働いても尚貧しい」状
態の層（ワーキングプ
ア、ネットカフェ難民な
ど）の存在も珍しくない
現状では、頑張っても
将来への展望が見え
ず、不安な日々の毎日
で、サービス残業も当
たり前。健保の健康で
文化的な生活を具体化
する政策が必要なのは
当然の事。

1

本来は個人的リスクであ
る、病気・けが・出産・障
害・死亡・加齢・失業など
の生活上の問題について
防貧、救貧、生活安定化
のために国家・社会が所
得移転によって所得を保
障し、医療や介護などの
社会サービスを給仕する
社会保障の分野では、そ
の自然増を認めつつ、節
約と節約分を社会保障に
充当するべきである。

を示すべき。
福岡6区 自民党 鳩山邦夫 ○
福岡7区 自民党 古賀　誠 ○
福岡8区 自民党 麻生太郎 ○

福岡9区 自民党 三原朝彦 ○ ○ △

積極的な経済政策と生
活保護など社会政策の
双方により対応すべき
と考えます。

△

貧困率の求め方には
種々の方法があり、生
活水準のとらえ方も多
種多様です。年収等の
数値の他、多くの指標
を加え、何らかの「経済
格差」の指標を考え、
政策に生かしていく必
要があると思います。

1

非正規雇用の拡大は社
会全体からも問題であ
ると考えます。このため
非正規労働者の総合的
就労等のワンストップ
サービスの全国展開を
目指すと共に、正社員
転換、均衡処置の取り
組み、派遣労働者の待
遇改善の派遣法改正を
行うことにより、労働者
が安心して働ける環境
を整備していきたいと考
えます。

1

22年度予算概算要求基準
においては、これまでの方
針を転換し、一律な削減
は行わないことにしまし
た。今後とも社会保障制
度の安定・安心に全力を
尽くします。

福岡10区 自民党 西川京子 ○
福岡11区 自民党 武田良太 ○
福岡11区 自民党 山本幸三 ○
佐賀1区 自民党 福岡資麿 ○
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佐賀2区 自民党 今村雅弘 ○
佐賀3区 自民党 保利耕輔 ○
長崎1区 自民党 冨岡　勉 ○ ○ 1 1 1 1
長崎2区 自民党 久間章生 ○
長崎3区 自民党 谷川弥一 ○
長崎4区 自民党 北村誠吾 ○
熊本1区 自民党 木原　稔 ○
熊本2区 自民党 林田　彪 ○
熊本3区 自民党 坂本哲志 ○
熊本4区 自民党 園田博之 ○
熊本5区 自民党 金子恭之 ○
大分1区 自民党 穴見陽一 ○
大分2区 自民党 衛藤征士郎 ○ ○ 1 1 1 1

大分3区 自民党 岩屋　毅 ○ ○ 1
貧困は少なければ少な
い方がよい。

2
「貧困」について、一つ
のものさしをつくること
が適切とは考えない。

1

本来は常用雇用が望ま
しいことは当然。しかし
「派遣」にも両サイドの
ニーズがある。ハードル
を髙くし、セーフティネッ
トを拡充することは必
要。

1

自然増を機械的に削減す
るという姿勢には無理が
ある。しかし、将来は安定
財源が必要。その議論を
避けるべきでない。

宮崎1区 無所属 上杉光弘 ○
宮崎2区 自民党 江藤　拓 ○ ○ 1 1 1 1
宮崎3区 自民党 古川禎久 ○
鹿児島1区 自民党 保岡興治 ○
鹿児島2区 自民党 徳田　毅 ○
鹿児島3区 自民党 宮路和明 ○鹿児島3区 自民党 宮路和明 ○
鹿児島4区 自民党 小里泰弘 ○
鹿児島5区 自民党 森山　裕 ○
沖縄1区 自民党 国場幸之助 ○

沖縄２区 自民党 安次富修 ○ ○ 1 1
OECD準拠でも独自基
準でも「貧困」の定義は
必要。

1 1

沖縄３区 自民党 嘉数知賢 ○
沖縄４区 自民党 西銘恒三郎 ○
比例区 自民党 野田　毅 ○

福岡1区 民主党 松本　龍 ○ ○ 1
子どもの貧困率が上昇
しているので、対応が
必要だと考える。

1
まずは、実態調査を行
うべきだと考える

1

雇用は、直接雇用、定
めのない雇用を基本と
するべきであり、労働契
約法により有期雇用を
規制する。非正規労働
者と正規労働者の均等
待遇を進める。

1

年2200億円の削減により
医療崩壊、生活保護給付
水準が引き下げられてし
まったので、撤回する。
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福岡2区 民主党 稲富修二 ○ ○ 1

自殺者が年に3万人を
超える異常事態の背景
に、貧困率の高さがあ
ります。貧困問題への
対応は命を救うための
緊急課題です。

1

政策立案の基本は現
状の認識です。また、
目標がなければ進歩も
ありません。「貧困はな
い」という幻想に基づく
政治から脱却すべきで
す。

1

明日の仕事に不安があ
る人は人生設計ができ
ません。晩婚化や少子
化、家計消費の減少な
ど社会的問題の根はこ
こにあります。

1

日本の社会保障費は国際
的に見れば決して高くは
ありません。最も弱い人た
ちを苦しめる政策を許して
はなりません。

福岡3区 民主党 藤田一枝 ○ ○ 1

自殺者が年に3万人を
超える異常事態の背景
に、貧困率の高さがあ
ります。貧困問題への
対応は命を救うための
緊急課題です。

1

政策立案の基本は現
状の認識です。また、
目標がなければ進歩も
ありません。「貧困はな
い」という幻想に基づく
政治から脱却すべきで
す。

1

明日の仕事に不安があ
る人は人生設計ができ
ません。晩婚化や少子
化、家計消費の減少な
ど社会的問題の根はこ
こにあります。

1

日本の社会保障費は国際
的に見れば決して高くは
ありません。最も弱い人た
ちを苦しめる政策を許して
はなりません。

福岡4区 民主党 古賀たかあき ○
福岡5区 民主党 楠田大蔵 ○
福岡6区 民主党 古賀一成 ○
福岡7区 民主党 野田くによし ○

福岡8区 民主党 山本剛正 ○ ○ 1

特に小泉政権以降の日
本の貧困化は政府の政
策の失敗によるもの。
行き過ぎた市場万能主
義はストップを。

1

何％の貧困率だったら
いいという話ではない
が、政府として社会的
実態の把握は必要。そ
こから対策を講じる。

1

非正規労働者といいな
がら実態は基幹的業務
を主体的に継続して仕
事をしている。正規と何
ら変わらない。制度とし
て保障すべき。

△

その他
使われ方の問題。介護・
福祉現場の労働者の処遇
改善になっておらず、そう
した課題が解決されれば
という前提であればOK。

福岡9区 民主党 緒方林太郎 ○ ○ 拒否

質問の内容が不明のた
めお答えが難しい。（貧
困は常に政策的な対応

2
有益な指標になるとは
思えないため。

1 1
但し、抑制の取り組みは
常にすべし。

福岡9区 民主党 緒方林太郎 ○ ○ 拒否
困は常に政策的な対応
を要する問題。）

2
思えないため。

1 1
常にすべし。

福岡10区 民主党 城井　崇 ○
佐賀1区 民主党 原口一博 ○
佐賀2区 民主党 大串博志 ○
長崎1区 民主党 高木義明 ○ ○ 1 1 1 1
長崎2区 民主党 福田えりこ ○ ○ 1 1 1 1
長崎3区 民主党 山田正彦 ○
長崎4区 民主党 宮島大典 ○
熊本1区 民主党 松野頼久 ○
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熊本2区 民主党 福嶋健一郎 ○ ○ 1

親の世代の格差の固定
化、貧困が、子ども世
代の貧困に受け継がれ
てしまう現状から早急な
対応が必要と考えま
す。

1

先ずは実態調査を行
い、正しい認識なしに
適切な政策的対応をと
ることはできないと考え
ます。

1

期間の定めのない雇
用、直接雇用を雇用の
基本原則と位置づけ、
労働者派遣法の抜本見
直しや有期雇用への規
制、非正規労働者と正
規労働者の均等待遇の
実現等により、すべて
の労働者が生涯にわ
たって生き甲斐を持っ
て働き、豊かで安心して
暮らせる社会の実現を
めざします。

1

「骨太の方針2006」で日打
ち出した社会保障費削減
方針とその実行によって
日本の医療は崩壊の危機
もしくは崩壊状態にありま
すし、生活保護給付水準
も引き下げられました。こ
れらを食い止め、国民に
質の高い医療サービスを
提供し、憲法で保障されて
いる「健康で文化的な最
低限の生活」の水準を確
保するために、社会保障
費削減方針は来年度以降
も引き続き撤回を継続す
べきと考えます。

熊本3区 民主党 後藤英友 ○ ○ 1

親の世代の格差の固定
化、貧困が、子ども世
代の貧困に受け継がれ
てしまう現状から早急な
対応を要すると考えま
す。

1

貧困の実態を調査し、
正確なデータを基に適
切な政策的対応をとる
べきだと考えます。

1

労働者派遣法の抜本見
直しや非正規労働者を
正規労働者の均等待遇
の実現等により、労働
者が安心して暮らせる
社会の実現を目指す。

1

「骨太の方針2006」で日本
の医療は崩壊状態にあ
り、生活保護給付水準も
引き下げられた。これらを
食い止め、国民に質の高
い医療サービスを提供し、
健康で文化的な最低限の
生活の水準を確保すべき
である。

大分1区 民主党 吉良州司 ○
大分3区 民主党 横光克彦 ○大分3区 民主党 横光克彦 ○
宮崎2区 民主党 道休誠一郎 ○ ○ 1 1 1 1

鹿児島1区 民主党 川内博史 ○ ○ 1

自公政権10年の最大
の負の遺産で、新政権
の最優先課題と思うか
ら。

1
民主党のマニフェスト
に貧困の実態調査を行
う、と書かれている。

1
正社員を希望する人
は、正社員として働ける
ようにすべきだと思う。

1
そのために政治があると
思う

鹿児島2区 民主党 打越明司 ○

鹿児島4区 民主党 皆吉稲生 ○ ○ 1

働いても生活が苦し
い、ワアーキングプアの
拡大が問題と考える。
パート・アルバイト労働
者の均等待遇、最低賃
金の引き上げの実現が
必要である。

1

調査によると1965年を
最後に政府は、貧困の
公式測定を発表してい
ない。低成長時代から
マイナス成長の時代に
入り、国民が置かれた
生活実態を正確に捉え
る必要がある。とくに、
勤労者の貧困層の実
態がわかる指標の設
定、調査、公表が必要
である。

1 1

民主党は、現行のムダが
多く、必要な部分に税金を
投入していない政府の総
予算207兆円を前面組み
換える。子育て、年金、医
療、介護など、国民生活に
直結する分野に集中投入
する。

鹿児島5区 民主党 あみや信介 ○
沖縄３区 民主党 玉城デニー ○
沖縄４区 民主党 瑞慶覧長敏 ○
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比例区 公明党 東　順治 ○
比例区 公明党 江田康幸 ○
比例区 公明党 神崎武法 ○
比例区 公明党 遠山清彦 ○

福岡1区 共産党 内田　裕 ○ ○ 1

小泉構造改革の下で
「政策的な対応」として
貧困化を促進・拡大し
てきたことからも、雇用
の正規化、所得再配分
など政治の力で貧困を
なくす必要がある。

1

国際比較に耐えうる貧
困率データがあって初
めて、是正のための政
策的対応も可能にな
る。

1
非正規をなくし、正規雇
用に切りかえる法整備
が必要。

1

社会保障費抑制政策は根
本的に間違っており、政
策、考え方そのものを廃
止すべき。

福岡2区 共産党 小林解子 ○ ○ 1

貧困は意図的につくら
れたもので自己責任で
はありません。政治の
問題として対応すべき。

1

データを示し、国際比
較をすることが必要。そ
の中で解決策を示すべ
き。

1
ヨーロッパ並みの法整
備が必要。正規雇用化
をすすめる。

1
抑制路線の考えそのもの
が間違っている。

福岡3区 共産党 川原やすひろ ○ ○ 1

小泉構造改革が骨太方
針として、使い捨て自由
の「労働者派遣法の自
由化」、社会保障費の
毎年2200億円削減、大
企業・大資産家には減
税という政策で貧困と
格差を拡大した。雇用
の正社員化や所得再配
分など、政治の責任で
貧困をなくす必要があ
る。

1

日本の貧困率は、現在
OECDの調査でしかわ
からない状況にある。
国の責任で日本の貧
困率調査を行い、実情
に即した政策的対応を
行うべきです。

1

政治が人をモノのように
扱う派遣労働の自由化
を国会の多数決で決め
た上に、仕事がないの
は自己責任であるかの
ように世論を誘導してき
た。派遣労働や非正規
をなくし、正規雇用にす
る法律に切りかえる。

1

経済危機の中で国民の命
とくらしを守り支える社会
保障費を抑制することは
間違っている。

る。

福岡9区 共産党 青木信恭 ○ ○ 1

小泉「構造改革路線」
のもとで貧困が新たに
拡大してきたことから
も、雇用の正規化、所
得の再配分など、政治
の力で貧困をなくす必
要がある。

1

国際比較に耐えうる貧
困率データがあって初
めて、是正のための政
策的対応も可能にな
る。

1

非正規雇用をなくす。
「正社員が当たり前」の
社会にしていく法整備
が必要。

1

社会保障費抑制政策は根
本的に間違っており、政
策、考え方そのものを廃
止すべき。

福岡10区 共産党 しのだ清 ○ ○ 1

財界の要求に基づく小
泉「構造改革路線」のも
とで「政策的な対応」と
して貧困化がすすめら
れてきたことからも、雇
用の正規化、所得の再
配分など、政治の力で
貧困をなくす必要があり
ます。

1

国際比較に耐えうる貧
困率データがあってこ
そ、是正のための政策
的対応も可能になりま
す。

1
非正規雇用をなくす、正
規雇用に切り替える法
整備が絶対必要です。

1

社会保障費の抑制政策は
根本的に間違っていま
す。政策・考え方そのもの
を廃止すべきです。
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福岡11区 共産党 山下登美子 ○ ○ 1

小泉構造改革のもと
で、貧困化を促進・拡大
してきた。こようの正規
化、所得の再配分な
ど、政治の力で貧困を
なくす必要がある。

1

国際的比較に耐えうる
貧困率データがあって
初めて是正のための政
策的対応も可能にな
る。

1
非正規雇用をなくし、正
規雇用に切り替える整
備が必要。

1

社会保障費抑制政策は根
本的に間違っており、政
策、考え方そのものを廃
止すべき。

佐賀3区 共産党 せと雄也 ○ ○ 1

国民すべてが安全で安
心して暮らせる社会を
つくることは国の強力な
政策的リーダーシップ
が必要と考えます。

1

政府として国民の暮ら
し向きをはかる統計を
とることは貧困を解決
すべき第一歩と考えま
す。

1

雇用は「正社員が当た
り前」の社会を作ること
が必要です。そのため
の「労働者保護法」など
で雇用を守ることが必
要です。

1

医療難民・介護難民をつく
り出している社会保障費
2200億円削減は即刻元に
戻し、社会保障現場で働
いている労働者の待遇を
改善することが必要と考え
ます。

長崎1区 共産党 渕瀬栄子 ○ ○ 1
政策的対応を要するレ
ベルの重要問題。

1
貧困の実態を明らかに
してこそ、対策が確立
できる。

1
法律を改正し、「正規雇
用があたりまえ」にすべ
き。

1
社会保障費の抑制は、国
民の命を削ること。引き続
き撤回すべき。

熊本1区 共産党 上野哲夫 ○ ○ 1

生産年齢人口の貧困率
がOECD平均を大きく上
回っている。これは税制
と社会保障による改善
が日本においてはなさ
れていないからであり、
政策的対応が必要。

1

OECD諸国では、税制、
社会保障によって、貧
困率を大きく引き下げ
ている。政府として貧困
の実態を把握し、当面
OECDの平均並みに貧
困率を下げるべきであ
り、そのための政府とし
ての目標値を持つべ
き。

1

1999年、日本共産党以
外の政党によって労働
者派遣法を改悪して、
原則自由化したことが
原因。1999年以前に戻
すべき。

1

2200億円の削減が撤回さ
れたとは言えない。後期
高齢者医療制度、応益負
担の障害者自立支援法、
介護保険制度の改悪など
医療、福祉の切り捨ての
大本に「社会保障費2200
億円の削減」があり、ただ
ちに改めるべき。

人間らしく働けるルール 社会保障の拡充は現在の

大分1区 共産党 山下　魁 ○ ○ 1

政府は貧困の実態すら
把握していない。貧困
の実態を国の責任で調
査させる必要がある。

1

政府として貧困の実態
を把握させることは国
民を貧困から守る姿勢
の大転換となる。

1

人間らしく働けるルール
をつくることは安心と希
望のある社会への基本
であり、内需拡大の土
台ともなる。

1

社会保障の拡充は現在の
くらしを支え、将来不安の
解消にもなる。削減から拡
充への転換は景気対策と
しても大きな力となる。

宮崎1区 共産党 ばば洋光 ○ ○ 1

日本の貧困は深刻であ
り、政治の責任で解決
することが求められて
いるの考えています。

1
貧困の現状を調査し認
識することから対策が
始まると考えています。

1

日本の貧困の広がりの
大きな要因に非正規雇
用の問題があると考え
ています。派遣法の抜
本改正が必要だと考え
ています。

1

社会保障費2200億削減の
結果、福祉・医療・年金な
どが崩壊しています。直ち
に改めるべきだと考えま
す。
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鹿児島1区 共産党 山口広延 ○ ○ 1

そもそもわが国の貧困
層を増大させてきたの
は、大企業の利益を最
優先に労働法制を規制
緩和して、非正規労働
者を増やしたり、社会保
障費の年2200億円の
削減で、国民に負担増
を押しつけたりした結果
であり、まさしく政治の
責任である。国の責任
において、政策的な対
策を早急に講じるべき
である。

1

政府は、低消費水準世
帯の推計を1965年を最
後に打ち切っている。
国内の貧困率を把握し
て、貧困の解消をはっ
きりと国の目標に据え
るべきである。

1

雇用の悪化は、政治の
責任である。安定した
雇用が保障されてこ
そ、地域経済の活性化
や少子化克服につな
がっていくと考える。労
働者派遣法の抜本的改
正で、「正社員が当たり
前」、「同一労働、同一
賃金」「最低賃金時給
1000円以上」の雇用の
ルールを作っていくこと
に力を尽くしたい。

1

2002年から始まった削減
方針以来、社会保障制度
が次々に改悪され、住民
サービスの低下と負担増
を招いてきた。誰もが平等
に必要な給付を受けられ
る社会保障のルールを確
立し、憲法25条の生存権
を全面的に保障する社会
保障制度へと抜本的に拡
充を図るべきである。

沖縄1区 共産党 外間久子 ○ ○ 1
貧困の急激な拡大は誰
もが実感。政策的対応
は緊急を要する。

1

「構造改革」で国民生
活をどん底に陥れなが
ら、実態を掴もうとしな
い政府の責任。

1

労働者をモノ扱いする
労働者派遣法。国民は
人間らしく働き、生きる
権利を奪われている。

1
政府の間違った政策で、
国民は命を奪われ、生き
る権利を奪われている。

比例区 共産党 赤嶺政賢 ○
比例区 共産党 上野哲夫
比例区 共産党 内田　裕
比例区 共産党 小林解子
比例区 共産党 しのだ清
比例区 共産党 せと雄也

貧困の原因は政府の施
策によって生じたもので 定義を明確にし、実態 非正規の当事者は青年

比例区 共産党 田村貴昭 ○ ○ 1

策によって生じたもので
あり、また貧困が固定
化すると、社会に大きな
ゆがみと不安をもたら
す。今こそ抜本的政策
をすすめるべき。

1

定義を明確にし、実態
を性格に把握してこそ
適切な政策を実施でき
る。また国民も実情を
知る必要がある。

1

非正規の当事者は青年
であり、大企業の非正
規拡大が問題。雇用は
正規が当たり前の社会
とすべき。

1

撤回はもちろん、切り捨て
られてきた医療・福祉・介
護などを充実させる方向
にすすむべきである。

比例区 共産党 ばば洋光
比例区 共産党 渕瀬栄子
比例区 共産党 山口広延
比例区 共産党 山下　魁
福岡11区 社民党 山口はるな ○ ○ 1 1 1 1
佐賀3区 社民党 柳瀬映二 ○
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熊本5区 社民党 中島隆利 ○ ○ 1

OECDの調査（2006年
公表）によると、日本は
貧困世帯割合において
5番目、貧困GAPで3番
目と非常に高いレベル
にある。政策的対応が
至急必要である。

1

厚生省（当時）は1965
年に要保護者数の公
表を中止して以降、公
的な生活保護捕捉率
等の算定を行っていな
い。貧困は社会にとっ
て解決すべきものであ
る。実態を正確に把握
し、原因を除去するた
めに政府は継続的に
貧困率の調査を行うべ
きである。

1

雇用ルールを規制緩和
し、低賃金で不安定な
非正規雇用を拡大して
きたことが、今日の著し
い雇用劣化を招いてい
る。雇用契約の原則は
直接雇用、期限の定め
のない雇用であることを
徹底し、労働契約法、
労働派遣法を改正す
る。

1

社会保障は社会が支え合
うセーフティネット（安全
網）である。弱者の保護の
みならず、長期的な社会
の安定や発展の土台とな
るものであり、社会保障費
の抑制策は撤回すべきで
ある。

大分2区 社民党 重野安正 ○

宮崎3区 社民党 松村秀利 ○ ○ 1

2005年のOECDの「所
得配分と貧困」では、日
本ジニ係数は高位グ
ループに属し、各国より
も所得格差が大きくこ
の10年で倍増していま
す。また、貧困率も
OECD加盟国では2番目
に高くなっており持続可
能な社会の維持継続を
阻害しています。

1

正月の年越し派遣村で
日本の貧困の実態が
極めて深刻であること
が判明しました。政府
は貧困率の調査により
貧困の実態を把握し、
貧困問題を解消する対
策を講じるべきです。

1

非正規職員は、低賃金
で労働条件も悪く簡単
に解雇が行われている
ことは極めて大きな問
題です。特に、若者の2
人に1人は非正規となっ
ており、結婚や子育て
が難しくなり、安定的に
社会を持続できなくなり
ます。

1

保険料や自己負担が増大
し、とりわけ低所得者の負
担は限界です。国民負担
増で介護保険や健康保険
等を維持することは困難と
なっています。

2006年公表のOECD調
査によると、世帯割合

1965年以降、政府は貧
困率の測定を行ってい

格差の拡大、貧困の階
層化に歯止めをかける
ため、労働者派遣法、

社会保障は弱者の保護の
みならず、長期的な社会

沖縄２区 社民党 照屋寛徳 ○ ○ 1

査によると、世帯割合
が5番目、貧困GAPが3
番目と非常に高いレベ
ルにあり政策的対応が
急務である。

1

困率の測定を行ってい
ない。実態把握と貧困
率の削減目標を掲げる
上で指標設定は不可
欠である。

1
ため、労働者派遣法、
労働契約法を改正し、
直接雇用と期限の定め
のない雇用を徹底すべ
き。

1

みならず、長期的な社会
の安定や発展の土台とな
るものである。セーフティ
ネットの再構築は急務で
ある。

沖縄３区 社民党 新川秀清 ○ ○ 1 1 1 1
熊本4区 国民新党 松永真一 ○
鹿児島3区 国民新党 松下忠洋 ○
沖縄1区 国民新党 下地幹郎 ○
比例区 国民新党 松隈一博 ○
福岡1区 幸福実現党 宮崎道秀 ○
福岡2区 幸福実現党 さたけ秀夫 ○
福岡3区 幸福実現党 吉富安彦 ○
福岡4区 幸福実現党 鈴木幸治 ○
福岡5区 幸福実現党 鵤卓徳 ○
福岡6区 幸福実現党 佐藤浩 ○
福岡7区 幸福実現党 林孝宣 ○
福岡8区 幸福実現党 大塚祐子 ○
福岡9区 幸福実現党 八野知子 ○
福岡10区 幸福実現党 川上憲信 ○
福岡11区 幸福実現党 小迫日出典 ○
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佐賀1区 幸福実現党 木場健 ○
佐賀2区 幸福実現党 牧原正朗 ○
佐賀3区 幸福実現党 橋山穂波 ○
長崎1区 幸福実現党 江田耕一 ○
長崎2区 幸福実現党 柴田愛 ○
長崎3区 幸福実現党 山田聖人 ○
長崎4区 幸福実現党 山田孝一 ○
大分1区 幸福実現党 高畑タヨ子 ○
大分2区 幸福実現党 永岡悦子 ○
大分3区 幸福実現党 利光哲也 ○
熊本1区 幸福実現党 守田隆志 ○
熊本2区 幸福実現党 馬郡賢一 ○
熊本3区 幸福実現党 松井栄治 ○
熊本4区 幸福実現党 河野一郎 ○
熊本5区 幸福実現党 南　政宏 ○
宮崎1区 幸福実現党 鶴丸千夏 ○
宮崎2区 幸福実現党 嶋崎義和 ○
宮崎3区 幸福実現党 松原慎治 ○
鹿児島1区 幸福実現党 川田純一 ○
鹿児島2区 幸福実現党 神村ミフ子 ○
鹿児島3区 幸福実現党 寺迫好美 ○
鹿児島4区 幸福実現党 樋口信博 ○
鹿児島5区 幸福実現党 高田浩明 ○
沖縄1区 幸福実現党 平良成輝 ○
沖縄2区 幸福実現党 富川　昇 ○沖縄2区 幸福実現党 富川　昇 ○
沖縄3区 幸福実現党 金城竜郎 ○
沖縄4区 幸福実現党 富川満也 ○
比例区 幸福実現党 諌山征和 ○
比例区 幸福実現党 坂口頼邦 ○
比例区 幸福実現党 辻　雄文 ○
比例区 幸福実現党 徳留博臣 ○
比例区 幸福実現党 松本徳太郎 ○
佐賀3区 みんなの党 広津素子 ○

長崎2区 無所属 相浦喜代子 ○ ○ 1

まさに1000万世帯が年
収200万円を切る生活
をしている中、医療・福
祉・教育国家になるべ
き。

1
現実と向き合わないで
先進国として世界へ支
援するのはおかしい。

1
企業（中小・零細）の負
担を軽くしながら労働者
を守る。

1
そもそも削減自体が間
違っている。

長崎2区 無所属 山崎寿郎 ○
熊本3区 無所属 三浦一水 ○
宮崎1区 無所属 川村秀三郎 ○
宮崎1区 無所属 中山成彬 ○
宮崎2区 無所属 大原守人 ×
沖縄３区 無所属 小渡　亨 ○


